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２０１１年１１月１０日 

日 本 銀 行 富 山 事 務 所 

Bank of Japan Toyama Local Office 

富山県金融経済クォータリー 

（２０１１年 秋） 

１．概 況 

【基調判断】  

富山県の景気は、一部に厳しさが残るものの、全体としては持ち直し

の動きが続いている。 

【概 況】 

最終需要をみると、個人消費は消費マインドが改善するもとで、全体とし

ては下げ止まっている。住宅投資は新設住宅着工戸数が前年を上回っている。

一方、設備投資は横ばい圏内の動きとなっており、公共投資は減少している。

輸出は好調を維持している。 

こうした中、製造業の生産動向をみると、海外経済減速による影響が一部

にみられるものの、全体としては生産水準が回復している。業種別にみると、

電気機械（テレビ・デジカメ等の電子部品など）や一般機械はこのところ横

ばいで推移している。化学は医薬品を中心に増加が続いており、鉄鋼・非鉄

は持ち直している。一方、金属製品は弱含んでいる。 

この間、企業収益（11年度）は増収増益の計画となっている。また、雇用・

所得は緩やかに持ち直している。 

【先行き】 

当面、海外経済の減速や円高の影響を受けるものの、海外経済が新興国を

中心になお高めの成長を維持するとみられることから、緩やかな回復経路に

復していくとみられる。ただし、海外経済については不確実性が高く、為替・

金融資本市場の変動が与える影響にも引き続き注意を要する。 
 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

日本銀行富山事務所 電話（076-424-4471） 
ホームページアドレス（http://www3.boj.or.jp/toyama/） 
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２．個人消費 

個人消費は、消費マインドが改善するもとで、全体としては下げ止まってい

る。 

百貨店・ 

スーパー 

７～９月は、たばこの駆け込み需要の反動減がみられたものの、暑

さ対策商品などの売行きが好調であったため、全体では前年並みを確

保した（既存店前年比＋0.2％）。 

10月入り後は、気温が低下したことなどを背景に、衣料品が堅調と

なっているほか、暖房器具にも動きがみられている。 

乗用車新車 

登録台数 

７～９月は、エコカー補助金終了に伴う駆け込み需要の反動減か
ら、４～６月に続き前年を下回った（前年比▲17.6％）。10 月はエコ
カー補助金終了に伴う駆け込み需要の反動減が一巡する中、自動車
メーカーの生産回復に伴い納車遅れがほぼ解消したことなどから、前
年比＋23.8％と増加した。 

先行きについて、ディーラーサイドからは「休日の来場者数が増加
する中、今後も前年を上回って推移するとみられる」との声が聞かれ
ている。 

家電販売 

省エネ・高機能製品が増加する中で、炊飯器、照明機器などの動き

が良かったものの、主力のテレビがアナログ放送終了前の駆け込み需

要の反動から大幅に減少しているため、全体としては弱い動きとなっ

ている。先行きも同様の動きが続くとの声が多い。 

旅行取扱額 
海外旅行が、為替円高等によりアジア諸国や一部の欧州に動きがみ

られるほか、国内旅行も、関西や九州を中心とした西日本方面に動き

が出ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 12
▲ 10
▲ 8
▲ 6
▲ 4
▲ 2
0
2
4
6
8
10
12

04/1 05/1 06/1 07/1 08/1 09/1 10/1 11/1

（％）

9（月）

百貨店＋スーパー売上高前年比

富山県(既存店)

富山県(全店)

全国(既存店)

（資料）中部経済産業局、経済産業省
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３．住宅投資 

住宅投資（７～９月）は、新設住宅着工戸数が前年を上回った（前年比   

＋34.4％）。 

―― 利用関係別（７～９月）では、持家（同＋20.5％）、貸家（同＋55.3％）、

分譲（同＋71.8％）が増加した。 
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新設住宅着工戸数　＜内訳＞ 建築着工床面積
（前年比 ％）

持 家 貸 家 分 譲

10/ 10 - 12 月 1.6 4.4 ▲3.8 25.6 4.7 6.9 

11/ 1 - 3 月 ▲1.0 ▲6.8 ▲17.7 169.6 20.6 3.2 

4 - 6 月 ▲0.1 ▲1.6 5.2 ▲7.1 7.9 4.1 

7 - 9 月 34.4 20.5 55.3 71.8 11.9 7.9 

（資料）国土交通省

北　陸富山県 全  国
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４．設備投資 

県内企業の設備投資計画（11年度）は、横ばい圏内の動きとなっている。 

―― 11年度の設備投資計画（９月北陸短観調査、全産業）は、前年度を下回

る計画となった（前年度比▲1.8％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 2010年度から、リース会計対応ベース（2008年 
4月1日以降開始される事業年度から適用された
「リース取引に関する会計基準」＜企業会計基準
第13号＞および「リース取引に関する会計基準の
適用指針」＜企業会計基準適用指針第16号＞に対
応した設備投資関連指標）。このため、2009年度
以前（リース会計対応前ベース）とは計数の不連
続が発生。 

建築着工床面積
（前年比 ％）

10/ 10 - 12 月 66.4 31.1 5.0 

11/ 1 - 3 月 21.9 44.8 ▲0.3 

4 - 6 月 ▲11.7 13.8 17.6 

7 - 9 月 ▲20.0 ▲23.2 ▲0.4 

(資料）国土交通省

全  国富山県 北　陸

(注）非居住用の計数。

（前年度比％、[　]内は前回調査比修正率％）

上期 下期

▲5.0  3.6 ▲3.3  11.1
[ ▲8.5 ] [ ▲11.3 ] [ ▲5.7 ]

 15.6 ▲15.9 ▲40.8  24.0
[  7.4 ] [ ▲3.4 ] [  17.4 ]

▲0.1 ▲1.8 ▲15.0  14.2
[ ▲5.2 ] [ ▲9.7 ] [ ▲0.7 ]

（注１）ソフトウェア投資額を除くベース。
（注２）石油製品、電気・ガスを除く。
（注３）2010年度から、リース会計対応ベース。*

（資料）日本銀行金沢支店

富山県内企業の設備投資動向（2011/9月北陸短観調査）

全 産 業

 1.3

▲15.4

製 造 業
▲19.1

非製造業

2009年度
実　績

2010年度
実  績

2011年度
計　画

年度から、リース会計対応ベース（2008年4月1

日以降開始される事業年度から適用された「リース取

引に関する会計基準」＜企業会計基準第13号＞および

「リース取引に関する会計基準の適用指針」＜企業会

計基準適用指針第16号＞に対応した設備投資関連指

標）。このため、2009年度以前（リース会計対応前

年度以降では計数の不連続が発生。
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５．公共投資 

公共工事請負額（７～９月）は、北陸新幹線関連の大口工事の発注が一巡し

たことから減少している（前年比▲12.1％）。 
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（資料）東日本建設業保証㈱ほか

公共工事請負額　＜内訳＞

（前年比 ％）

国 県 市町村

10/ 10 - 12 月 ▲0.8 ▲4.5 24.9 ▲37.6 ▲4.2 ▲14.8 

11/ 1 - 3 月 ▲11.7 ▲14.4 12.5 8.6 6.2 ▲3.2 

4 - 6 月 ▲22.5 15.8 ▲16.2 ▲9.7 ▲7.3 ▲9.3 

7 - 9 月 ▲12.1 47.9 11.4 ▲19.2 ▲18.0 ▲3.4 

（資料）東日本建設業保証㈱ほか

富山県 全  国北　陸
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６．生  産 

  製造業の生産は、海外経済減速による影響が一部にみられるものの、全体

としては生産水準が回復している。  

 

▽ 主要業種の生産動向 

業   種 生  産  動  向 

電気機械 

横ばいで推移している。 

・ 主力の電子部品は、自動車向け出荷が持ち直しているものの、

家電向けが低調に推移しており、横ばいで推移している。 

・ 電源装置は、受注残に対応するため、高めの生産水準で推移し

ている。 

化    学 

増加が続いている。 

・ 主力の医薬品は、新薬を中心とする受託生産と国の普及政策な

どを背景とした後発医薬品の増加が続いている。 

・ 基礎化学品は家電関連部品向けの受注減少から幾分弱い動き

となっている。苛性ソーダは海外の農業薬品向けや国内の医薬

品向けを中心に持ち直しの動きが続いている。 

一般機械 

横ばいで推移している。 

・ 主力の工作機械は、中国など新興国の金融引き締めの影響を

受けて、このところ横ばいで推移している。 

 

金属製品 

(アルミ建材) 

 

弱含んでいる。 

・ 住宅向けは、一部で生産移管の動きがみられるほか、住宅版

エコポイント制度終了前の駆け込み需要への対応が収束してい

ることから、弱含んでいる。また、ビル向けは減少している。 

 

鉄鋼･非鉄 

 

持ち直している。 

・ 特殊鋼は、工作機械向けを中心に持ち直している。 

・ タングステンなどは、工場設備向けを中心に持ち直している。 
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７．当地企業の業況感、事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内企業の業況感を表している業況判断（９月北陸短観調査、全産業）は、

前回調査（６月調査＜▲14％ポイント＞）に比べ、改善した（▲８％ポイン

ト）。先行きは悪化を予想している（▲14％ポイント）。 

県内企業の売上・収益計画（９月北陸短観調査、全産業）をみると、11年度

は増収増益の計画となっている。 

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

05/6 06/3 07/3 08/3 09/3 10/3 11/3

（％ポイント）

12（月）

富山県内企業の業況判断（2011/9月北陸短観調査、「良い」-「悪い」）

全産業

製造業

非製造業

（資料）日本銀行金沢支店

企業の予測

（前年度比％、［  ］内は前回調査比修正率％）

上　期 下　期 上　期 下　期

 11.5  16.2  7.2  1.3 ▲0.6  3.1

[ ▲0.5 ] [ ▲0.4 ] [ ▲0.7 ]

 2.1  3.1  1.1 ▲0.3 ▲1.6  0.9

[ ▲0.7 ] [ ▲0.5 ] [ ▲1.0 ]

 8.2  11.6  5.1  0.8 ▲0.9  2.4

[ ▲0.6 ] [ ▲0.4 ] [ ▲0.8 ]

上　期 下　期 上　期 下　期

 49.7 2.4倍 ▲11.2  3.5 ▲11.0  30.3

[  0.3 ] [ ▲1.9 ] [  3.3 ]

▲7.2  23.8 ▲31.8 ▲2.8 ▲15.9  16.1

[ ▲7.7 ] [ ▲7.5 ] [ ▲7.9 ]

 32.0 2.0倍 ▲17.4  2.1 ▲12.0  26.8

[ ▲1.5 ] [ ▲3.1 ] [  0.5 ]

（％、［  ］内は前回調査比修正幅％ﾎﾟｲﾝﾄ）

上　期 下　期 上　期 下　期

4.32 5.65 3.00 4.41 5.06 3.79
[ 0.04 ] [ ▲0.08 ] [ 0.15 ]

2.40 2.85 1.96 2.35 2.43 2.26
[ ▲0.18 ] [ ▲0.18 ] [ ▲0.17 ]

3.64 4.68 2.63 3.69 4.15 3.26
[ ▲0.03 ] [ ▲0.11 ] [ 0.04 ]

(注)石油製品、電気・ガスを除く。

(資料）日本銀行金沢支店

製 造 業

非製造業

全 産 業

売 上 高 経 常 利 益 率

2010年度
実 績

2011年度
計 画

2010年度
実 績

2011年度
計 画

富山県内企業の売上・収益計画（2011/9月北陸短観調査）

売　　上　　高
2010年度
実 績

2011年度
計 画

経　　常　　利　　益

製 造 業

製 造 業

非製造業

全 産 業

非製造業

全 産 業
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８．雇用･所得 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用・所得は、緩やかに持ち直している。 

―― ９月の有効求人倍率（季調済）はほぼ前月並みとなった（８月0.90倍→

９月0.88倍）。この間、新規求人数は前年比＋15.7％と前年を上回って推

移している。 

―― ６～８月の雇用者所得（一人当り名目賃金指数×常用雇用指数）をみると、

事業所規模５人以上は前年を下回ったものの、30人以上は前年を上回った

（事業所規模５人以上前年比▲1.3％、同30人以上＋1.6％）。 
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全 国

（資料）各県労働局、厚生労働省
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９．物価 

消費者物価（富山市、除く生鮮食品）は、家具・家事用品、教養娯楽を中心に、

前年を下回っている（９月前年比▲0.1％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．企業倒産 

８～ 10月の企業倒産 (負債総額 10百万円以上)は、件数（ 21件、前年比    

▲30.0％）、負債総額（48億円、前年比▲29.7％）ともに前年を下回った。 

―― 2011年度累計（４～10月）でみると、件数（62件、前年度比▲6.0％）、

負債総額（111億円、同▲17.8％）ともに前年を下回った。 
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9(月)

消費者物価指数（除く生鮮食品）前年比

富山市

北 陸

全 国

（注）北陸は、新潟、富山、石川、福井の４県ベース。

（資料）総務省

2010年基準

企業倒産動向
（件、前年比 ％）

倒    産    件    数 負 債 総 額

富山県 北　陸 全  国 富山県 北　陸 全  国

件数 前年比 前年比 前年比

11/ 1 - 3 月 23 0.0 ▲3.7 ▲7.3 4.3 ▲40.6 ▲72.6 

4 - 6 月 35 34.6 44.5 ▲0.3 ▲2.9 56.2 ▲15.4 

7 - 9 月 22 ▲24.1 ▲28.0 ▲3.8 ▲2.5 ▲34.3 ▲34.7 
（直近３ヶ月）

8 - 10 月 21 ▲30.0 ▲31.4 ▲9.0 ▲29.7 ▲51.4 ▲45.3 

（資料）㈱東京商工リサーチ
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１１．預金・貸出金 

 

  実質預金（末残）は、公金が前年を下回る中、法人・個人が前年を上回り、

全体では前年を上回った（９月前年比＋1.7％）。 

  貸出金（末残）は、地方公共団体向け、個人向け（主に住宅ローン）がともに

堅調に推移しているほか、法人向けも持ち直しており、全体では前年を上回った

（同＋1.8％）。 

 

 

以  上 
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（資料）日本銀行、日本銀行金沢支店
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主 要 金 融 経 済 指 標 

１．実体経済関連指標 

百貨店＋スーパー売上高 乗 用 車 新 車 登 録 台 数
温泉宿泊
客    数

富山県 全　国 富山県 全　国 宇奈月温泉

(既存店) (全　店) (既存店) 除く 軽 除く 軽

2008  年 -1.6 0.4 -2.5 -2.9 -5.0 -3.9 -5.2 -0.5

2009  年 -5.8 -6.5 -7.0 -7.3 -4.6 -7.2 -5.7 -5.5

2010  年 -1.6 -0.6 -2.6 8.6 13.1 7.4 10.9 -6.0

2010/ 4 - 6 月 -2.7 -0.2 -3.5 23.7 33.7 22.0 28.1 -3.5

 7 - 9 月 0.1 0.1 -1.6 13.4 13.6 13.4 15.3 -5.2

 10 - 12 月 2.1 2.1 -0.5 -27.1 -31.9 -27.2 -31.4 -0.4

2011/ 1 - 3 月 2.7 2.7 -2.6 -28.3 -32.6 -25.6 -28.6 -1.0

 4 - 6 月 2.6 2.6 -1.6 -31.4 -35.5 -33.6 -36.5 -23.9

 7 - 9 月 0.2 0.2 -1.7 -17.6 -20.0 -17.8 -19.8 -2.4

2010/ 9 月 0.8 0.8 -1.7 -2.9 -6.1 -3.2 -5.4 -5.3

 10 月 2.2 2.2 0.4 -26.3 -29.0 -25.9 -28.8 1.6

 11 月 3.2 3.2 0.1 -29.4 -33.9 -29.8 -33.5 0.7

 12 月 1.0 1.0 -1.7 -24.9 -32.7 -25.5 -31.6 -6.6

2011/ 1 月 0.3 0.3 -0.7 -21.6 -30.4 -19.0 -23.8 -1.0

 2 月 5.6 5.6 0.5 -18.8 -23.2 -13.8 -16.2 5.9

 3 月 3.0 3.0 -7.5 -36.5 -38.9 -37.4 -39.5 -8.2

 4 月 2.6 2.6 -1.9 -47.5 -52.5 -48.5 -51.5 -34.6

 5 月 2.5 2.5 -2.5 -33.1 -38.5 -33.3 -38.0 -26.3

 6 月 2.8 2.8 -0.5 -17.2 -21.2 -21.9 -23.9 -10.3

 7 月 2.9 2.9 0.8 -26.0 -28.4 -25.6 -30.0 3.0

 8 月 -0.9 -0.9 -2.6 -21.6 -25.8 -26.0 -29.5 2.3

 9 月 -1.5 -1.5 -3.6 -4.9 -5.6 -2.1 0.8 -12.8

 10 月 n.a. n.a. n.a. 23.8 23.0 27.5 28.3 n.a.

資 料 出 所 中部経産局 経産省
宇奈月温泉
旅館協同組合

（前年比 ％）

新  設  住  宅  着  工  戸  数 建築着工床面積 公 　共 　工　 事　 請　 負　 額

富山県 全  国 富山県 全  国 富山県 全  国

持　家 貸　家 分　譲 国 県 市町村

2008  年 -7.9 -2.3 -10.3 -5.7 3.1 -5.4 -6.4 22.5 32.1 16.7 1.9 0.1

2009  年 -20.5 -9.7 -30.1 -44.7 -27.9 -34.1 -29.6 8.9 -20.0 -0.2 -0.2 4.9

2010  年 -3.1 1.1 -12.2 8.1 3.1 28.6 3.7 0.6 -20.6 -4.1 -11.8 -8.8

2010/ 4 - 6 月 3.8 -1.3 -7.8 210.0 -1.1 14.6 5.2 14.8 -19.9 -19.6 7.8 -3.5

 7 - 9 月 5.8 8.1 -1.4 8.3 13.8 96.7 20.5 -3.6 -44.5 -15.4 -18.4 -12.6

 10 - 12 月 1.6 4.4 -3.8 25.6 6.9 66.4 5.0 -0.8 -4.5 24.9 -37.6 -14.8

2011/ 1 - 3 月 -1.0 -6.8 -17.7 169.6 3.2 21.9 -0.3 -11.7 -14.4 12.5 8.6 -3.2

 4 - 6 月 -0.1 -1.6 5.2 -7.1 4.1 -11.7 17.6 -22.5 15.8 -16.2 -9.7 -9.3

 7 - 9 月 34.4 20.5 55.3 71.8 7.9 -20.0 -0.4 -12.1 47.9 11.4 -19.2 -3.4

2010/ 8 月 6.2 8.4 -4.8 0.0 20.4 54.3 19.7 7.6 -26.0 -8.5 25.4 -8.4

 9 月 22.0 12.4 58.0 7.1 17.7 63.2 37.5 -1.7 -51.9 0.6 -14.6 -18.8

 10 月 16.2 2.9 40.0 -7.1 6.4 54.0 13.6 76.6 -0.9 11.8 -32.1 -18.1

 11 月 -1.7 21.8 -33.2 87.5 6.8 55.0 1.1 -63.8 70.7 46.5 -36.4 -6.3

 12 月 -7.1 -12.5 -2.5 23.8 7.5 114.9 0.2 -41.4 -44.3 33.3 -50.8 -18.1

2011/ 1 月 -6.3 -29.2 46.5 16.7 2.7 70.3 11.1 -71.8 -96.6 -58.7 -25.2 -9.9

 2 月 17.4 34.2 -36.9 87.0 10.1 17.0 -8.7 -38.9 18.1 -18.3 62.2 4.2

 3 月 -12.4 -22.3 -32.2 509.1 -2.4 9.1 -2.2 32.7 16.3 43.8 13.5 -3.5

 4 月 -14.9 -12.6 -24.0 50.0 0.3 11.7 28.1 -58.7 24.1 -16.3 -32.7 -11.2

 5 月 14.5 15.5 34.6 -10.7 6.4 -45.3 11.9 -37.1 3.5 -33.8 17.5 -14.1

 6 月 -6.8 -9.5 -2.5 11.1 5.8 27.3 13.5 95.3 26.6 10.4 5.0 -3.4

 7 月 27.6 9.4 61.1 -9.1 21.2 -53.2 2.3 -38.0 -47.4 47.4 -25.2 -15.9

 8 月 78.0 46.3 239.0 184.6 14.0 65.9 16.7 4.1 -27.4 7.4 -8.7 3.5

 9 月 0.2 3.0 -33.6 33.3 -10.8 -29.8 -18.2 -0.2 230.9 -1.9 -23.0 3.3

資 料 出 所 国         交         省 国 交 省

1.建築着工床面積･･･非居住用の計数。

2.公共工事請負額･･･「年」の計数は年度ベース。

3.最近月は速報値を含む、rは訂正値を示す（以下、同じ）。

富山県自動車
販売店協会他

日本自動車販売
協会連合会他

　東　日　本　建　設　業　保　証　(株)　他
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（前年比 ％）

        鉱 工 業 生 産 指 数 有効求人倍率 新 規 求 人 数
富山県 全  国 ［季調済・倍］

季調済 電気機械 一般機械 金属製品 化　学 季調済 富山県 全　国 富山県 全　国

2008  年 -2.9 -6.6 -13.2 -4.7 12.7 -3.4 0.91 0.88 -15.6 -15.8

2009  年 -23.6 -42.4 -49.1 -15.6 0.0 -21.9 0.50 0.47 -23.1 -23.0

2010  年 17.3 22.2 89.5 4.0 4.6 16.4 0.68 0.52 16.8 9.3

2010/ 4 - 6 月 21.7 3.0 40.3 112.5 2.0 4.2 21.3 0.7 0.66 0.50 19.0 10.1

 7 - 9 月 18.5 -0.5 14.3 108.2 3.6 7.4 14.0 -1.0 0.71 0.54 20.2 15.1

 10 - 12 月 8.3 -0.8 -21.2 75.5 4.0 7.8 5.9 -0.1 0.77 0.57 22.5 17.3

2011/ 1 - 3 月 11.2 9.3 -35.1 67.4 2.2 32.8 -2.5 -2.0 0.86 0.62 15.8 17.2

 4 - 6 月 2.7 -4.8 -35.4 38.6 3.5 17.7 -6.8 -4.0 0.84 0.62 11.6 13.9

 7 - 9 月 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. -2.4 4.1 0.89 0.66 15.0 14.3

2010/ 8 月 25.5 4.0 14.6 113.2 7.3 24.8 15.5 -0.1 0.72 0.54 21.9 19.0

 9 月 13.7 -5.0 12.3 97.1 4.6 -2.3 12.1 -0.8 0.71 0.55 22.0 17.3

 10 月 10.0 0.6 -9.1 83.4 1.2 7.3 5.0 -1.4 0.73 0.56 14.7 13.9

 11 月 6.1 -0.5 -28.2 82.8 10.3 -0.7 7.0 1.6 0.77 0.57 32.0 22.6

 12 月 8.9 2.9 -25.8 63.3 0.8 17.2 5.9 2.4 0.82 0.58 21.8 15.8

2011/ 1 月 8.7 4.2 -33.0 55.3 3.2 24.1 4.6 0.0 0.87 0.61 16.8 18.8

 2 月 12.4 4.1 -34.3 60.2 7.5 34.8 2.9 1.8 0.86 0.62 12.5 22.9

 3 月 12.5 1.1 -37.5 86.0 -3.5 39.7 -13.1 -15.5 0.86 0.63 18.0 10.5

 4 月 -1.6 -8.4 -36.6 6.7 -1.2 18.9 -13.6 1.6 0.81 0.61 5.2 12.2

 5 月 2.8 -0.3 -39.1 41.3 4.3 18.5 -5.5 6.2 0.84 0.61 17.0 17.3

 6 月 6.7 5.9 -30.6 71.6 7.0 15.8 -1.7 3.8 0.85 0.63 12.9 12.6

 7 月 2.0 -4.0 -30.4 24.8 0.8 19.4 -3.0 0.4 0.88 0.64 8.6 12.2

 8 月 -1.0 -2.3 -40.1 15.9 6.0 10.8 0.4 0.6 0.90 0.66 20.6 18.4

 9 月 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. -4.0 -4.0 0.88 0.67 15.7 12.5

資 料 出 所
富  山
労働局

厚労省
富  山
労働局

厚労省

（前年比 ％）
常用雇用指数 　一 人 当 り 雇用者所得 消費者物価指数       企     業     倒     産

     倒    産    件    数 負 債 総 額
富山県 全　国 富山県 全　国 富山県 全　国 富山市 全　国 富山県 全  国 富山県 全  国

(件） 前年比 （件） 前年比

2008  年 -1.5 1.5 -4.3 -0.3 -5.8 1.2 1.4 1.5 146 37.7 16,146 12.3 48.4 141.8

2009  年 1.5 0.2 -4.4 -3.8 -3.0 -3.8 -1.8 -1.3 147 0.6 14,732 -8.7 4.4 -49.0

2010  年 1.3 0.3 0.9 0.6 2.3 0.9 -1.3 -1.0 101 -31.2 13,065 -11.3 -59.0 -33.7

2010/ 4 - 6 月 0.2 0.2 3.2 1.3 3.4 1.5 -1.5 -1.2 26 -29.7 3,323 -16.0 -23.6 -42.5

 7 - 9 月 2.0 0.5 0.1 0.9 2.2 1.4 -2.0 -1.0 29 -32.5 3,232 -14.5 -74.6 95.2

 10 - 12 月 2.5 0.7 -0.2 0.2 2.2 0.8 -1.0 -0.5 23 -47.7 3,299 -6.5 -73.4 -18.7

2011/ 1 - 3 月 2.5 0.7 -1.3 0.1 1.2 0.9 r -0.9 r -0.8 23 0.0 3,211 -7.3 4.3 -72.6

 4 - 6 月 1.1 0.7 -4.2 -0.4 -3.1 0.3 r -0.2 r -0.3 35 34.6 3,312 -0.3 -2.9 -15.4

 7 - 9 月 n.a. 0.6 n.a. -0.2 n.a. 0.4 -0.1 0.2 22 -24.1 3,108 -3.8 -2.5 -34.7

2010/ 9 月 2.1 0.6 -0.3 0.9 1.8 1.5 -2.0 -1.1 10 -28.5 1,102 -4.5 15.3 359.2

 10 月 2.3 0.7 -1.0 0.5 1.3 1.2 -0.9 -0.6 11 -38.8 1,136 -9.9 54.0 79.1

 11 月 2.7 0.7 -1.9 0.2 0.7 0.9 -1.0 -0.5 5 -66.6 1,061 -6.2 -92.7 -60.5

 12 月 2.4 0.6 1.1 0.1 3.6 0.6 -1.2 -0.4 7 -36.3 1,102 -2.9 -84.9 -16.6

2011/ 1 月 2.2 0.8 -0.6 0.4 1.6 1.1 r -0.8 r -0.8 9 -30.7 1,041 -2.0 -12.7 -90.9

 2 月 2.9 0.7 -3.0 0.3 -0.2 0.9 r -0.8 r -0.8 5 66.6 987 -9.4 174.6 -6.5

 3 月 2.4 0.8 -0.1 -0.1 2.3 0.7 r -1.0 r -0.7 9 28.5 1,183 -9.9 -19.5 -13.0

 4 月 1.3 0.7 -4.9 -1.4 -3.6 -0.8 r -0.1 r -0.2 11 37.5 1,076 -6.7 -35.7 3.5

 5 月 1.2 0.6 -1.9 1.0 -0.7 1.6 r -0.3 r -0.1 11 57.1 1,071 4.8 73.9 -23.7

 6 月 0.9 0.8 -5.3 -0.7 -4.5 0.1 r -0.3 r -0.2 13 18.1 1,165 1.4 -2.2 -23.7

 7 月 -0.2 0.7 1.8 -0.2 1.7 0.5 -0.3 0.1 6 -40.0 1,081 1.4 -14.9 -19.7

 8 月 -1.1 0.7 0.0 -0.4 -1.1 0.3 0.1 0.2 8 -11.1 1,026 -3.5 -10.9 320.3

 9 月 n.a. 0.5 n.a. 0.0 n.a. 0.5 -0.1 0.2 8 -20.0 1,001 -9.1 14.3 -85.0

 10 月 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 5 -54.5 976 -14.0 -86.1 -70.0

資 料 出 所 富山県 厚労省 富山県 厚労省 富山県 厚労省 富山県 総務省

1.鉱工業生産指数･･･季調済計数は、前月（期）比 ％。2005年基準。

2.有効求人倍率･･･富山県の四半期項目については、富山労働局公表の季調済計数を基に単純平均。「年」の計数は原計数。

3.常用雇用指数､一人当り名目賃金指数、雇用者所得･･･事業所規模５人以上。2005年基準。雇用者所得は、常用雇用指数、一人当り名目賃金指数を基に日本銀行金沢支店が算出。

4.消費者物価指数･･･2011年１月より2010年基準。
5.倒産件数､負債総額･･･負債総額10百万円以上。今回公表分より「年」の計数は年度ベース。

経  産  省富   山   県

（株） 東　京　商　工　リ　サ　ー　チ

名目賃金指数 （除く生鮮食品）



 １３ 

２．金融関連指標 

  

 

 

(前年比 ％)

実質預金（末残） 貸出金（末残）

富山県 全　国 富山県 全　国

2010/ 8 月 2.3 2.4 -1.0 -1.7

 9 月 0.7 2.5 -2.0 -1.5

 10 月 1.2 2.4 -0.4 -1.9

 11 月 1.5 2.0 -0.1 -1.8

 12 月 0.9 1.7 -0.1 -1.8

2011/ 1 月 1.1 1.8 -0.9 -1.8

 2 月 1.1 2.2 -0.9 -1.8

 3 月 0.7 3.0 0.7 -0.6

 4 月 1.8 3.1 1.3 -0.2

 5 月 0.3 2.8 1.0 -0.4

 6 月 0.4 2.6 1.3 -0.3

 7 月 1.0 2.7 1.5 -0.1

 8 月 0.0 2.7 1.6 0.0

 9 月 1.7 2.7 1.8 0.4

資料出所 日　本　銀　行

・実質預金、貸出金（富山県、全国）

 1.富山県は、富山県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）。

 2.銀行勘定（富山県内店舗ベース）を集計。ただし、オフショア勘定を除く。

 3.実質預金は、表面預金から切手手形を控除したもの。

 4.貸出金は、中央政府向け貸出を除く。

   なお、全国は、日本銀行 「都道府県別預金／貸出金」（本行ホームページ掲載）の全国計の値。

 詳しくは「都道府県別預金／貸出金」の注釈 

（http://www.boj.or.jp/statistics/outline/note/notest33.htm/#p05）をご参照ください。

⑭｢M4｣ｾﾙの年月を修正し、公表

⑮新月例ｼｽﾃﾑ.xls

⑯今回前回ｼｰﾄの「今回

分」へ計表を値貼り付

け、ﾁｪｯｸ欄がすべて

「0.0」になっていること

を確認。

（石川・福井も同様）

⑬今回前回ｼｰﾄの「前回分」へ計表を値

貼り付け。（石川・福井も同様）

⑲計表を調査班-

-本文ｸｫｰﾀﾘ-富山へ貼付。

（石川も同様）

 


